
郵政民営化委員会 説明資料

２０２１年２月４日

一般社団法人全国信用金庫協会

資料２２６-2-3 



 ゆうちょ銀⾏の「適正な規模への縮⼩」及び「完全⺠営化」の実⾏が確実に担保さ
れ、少なくとも、⺠間⾦融機関との「公正な競争条件」が確保されない限り、新規業
務を認めるべきではない。

 とりわけ、既に過当競争の様相を呈している住宅ローン市場への直接参入
(フラット３５等の直接取扱)は、
① 更なる競争激化により⺠間⾦融機関の収益⼒が低下し、ひいては、中⼩企

業への⾦融の円滑化や地⽅創⽣の取組みにも⽀障をきたすおそれがあること
② 住宅ローン業務への直接参入を認めれば、ゆうちょ銀⾏において審査能⼒や

ノウハウ等が蓄積されることで、将来的に幅広い個人向け貸付業務に参入する
インセンティブにつながり、個人向け貸付業務全般においてより一層の競争激
化・⾦利競争を引き起こすこと等を通じて、地域の⾦融システムに深刻なダメー
ジを与えることになりかねないこと

―などから、信⽤⾦庫業界としては断じて容認できない。

Ⅰ．信用金庫業界の基本スタンス（意見書の概要）について
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取扱なし
104金庫（41%）

取扱あり
151金庫（59%）

Ⅱ．住宅ローン業務について①
～補足図表（フラット３５の取扱状況、貸出構成比、住宅ローン比率）～
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【図表２】信⽤⾦庫の貸出構成⽐ (2020年3月末)

※ 日本銀行「時系列統計データ」をもとに
本会作成。
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【図表１】信⽤⾦庫におけるフラット35の取扱状況(2020年3月末)

【図表３】住宅ローン⽐率上位10⾦庫の状況(2020年3月末)

貸出⾦に占める住宅ローンの割合は約4分の1、個人向け貸出だ
けで⾒ると9割近くが住宅ローンとなっている。信⽤⾦庫のうち、約6割が「フラット35」を取扱っている。

※ 住宅金融支援機構HPをもとに本会作成。

住宅ローン⽐率（貸出⾦に占める住宅ローンの割合）が⾼い信⽤⾦庫では、5割近くにも上る。

金庫名 住宅ﾛｰﾝ比率 ﾌﾗｯﾄ35の取扱

A(愛知県) 46.67 〇

B(京都府) 42.01 〇

C（愛知県） 41.61 〇

D（埼玉県） 41.27 ×

E（神奈川県） 40.61 ×

※ 住宅ﾛｰﾝ比率
は本会調べ。

金庫名 住宅ﾛｰﾝ比率 ﾌﾗｯﾄ35の取扱

F（愛知県） 40.39 〇

G(神奈川県) 37.73 ×

H（栃木県） 37.00 ×

Ｉ（神奈川県） 36.76 ×

J（愛知県） 36.76 〇



Ⅱ．住宅ローン業務について②
～補足図表(新設住宅着工戸数、住宅ﾛｰﾝ新規貸出額、住宅ﾛｰﾝ金利の推移)～
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【図表４】新設住宅着⼯⼾数、住宅ローン新規貸出額の推移
1989年頃をピークに、新設住宅着⼯⼾数は半減(167➜88万⼾)、住宅ロー

ン新規貸出額は25%程度減少(28➜21兆円)しており、縮⼩傾向。人口減少
の進展等により同着⼯⼾数は2030年度には約60万、2040年度には約40万
まで落ち込むとの⺠間シンクタンクの予測もある。こうした状況下において、ゆうちょ
銀⾏による住宅ローン業務の直接参入は更なる過当競争を引き起こす可能性
が⾼く、ゆうちょ銀⾏が同業務を取扱う必然性は⾒いだせない。

※ 新設住宅着工戸数は国土交通省公表資料、住宅ローン新規貸出額は住宅
金融支援機構公表資料をもとに本会作成。

※ 住宅ローン新規貸出額は、国内銀行、信金、信金中金、信組、全信組連、労金、
JA共済連、生保会社、損保会社、住宅金融専門会社等、住宅金融支援機構、福祉
医療機構、勤労者退職金共済機構、沖縄振興開発金融公庫等の合計値。
※ 予測値は、野村総合研究所HPにおいて2020年6月9日に公表された数値を参照。

【図表５】⺠間⾦融機関における住宅ローン⾦利の推移

住宅ローン⾦利についても低下傾向。⾜元で最も利⽤者の多い変
動⾦利は1990年頃をピークに3分の1程度にまで落ち込んでいる。
なお、フラット35の最低⾦利についても、10年間で概ね半減

（2009年3月:2.98% ➜2020年3月:1.24%）。
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※ 図表は住宅金融支援機構HPから抜粋。
※ 図表は主要都市銀行HP等により集計した金利（中央値）を掲載。
なお、変動金利は1984年以降、固定金利期間選択型（3年）の金利は1995
年以降、固定金利期間選択型（10年）の金利は1997年以降のデータを掲載。

※ フラット35の最低金利は、返済期間が21年以上のもので、保証型を除く。

図表の金利は基準金利。実際の「適用金利」はいずれも1%を大きく割
り込んでおり、適正な金利水準の設定・採算性の確保が難しい状況。

[某信用金庫の例]変動0.65% 固定3年0.85% 固定10年0.85%

金利



＜参考①＞信用金庫の概要
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信用金庫数： 255金庫

店舗数 ： 7,239店
〔１金庫あたり28店〕

役職員数 ：104,062人
〔１金庫あたり408人〕

会員数 ： 913万人
〔１金庫あたり35,803人〕

不良債権 ％

預金 ： 145兆円
〔１金庫あたり5,700億円〕

貸出金 ： 72兆円
〔１金庫あたり2,800億円〕

〔うち中小企業向け貸出：46兆円〕

当期純利益 ：2,011億円

自己資本比率： 12.10％

不良債権比率： 3.9％

【信用金庫業界の規模・業績の概況（2020年3月末現在）】



＜参考②＞ゆうちょ銀行と信用金庫の比較
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ゆうちょ銀行と信用金庫の規模の比較（２０２０年３月末）

　※　ゆうちょ銀行ディスクロージャー誌、信金中金　地域中小企業研究所作成「全国信用金庫概況・統計」より作成。

　※　上記局数は、ゆうちょ銀行の支店、銀行代理業を営む営業所または事務所（分室を含む）、ゆうちょ銀行の銀行代理業務の委託を受け

　　た日本郵便株式会社が当該業務を再委託している営業所または事務所の総計。
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３ .５兆円

８ ,３８２億円
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